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平成２２年度事業計画

運営重点

平成２１年は、県警察が交通事故の抑止目標を「死者数２１０人以下、発生件数４万

６，０００件以下」と設定したことから、県交通安全協会においても、その目標を達成

するため、四季の交通安全運動をはじめ、高齢者を対象とした「いきいき講習・無事故

チャレンジ２００９」や「ハンドルキーパー運動」を中心とした飲酒運転撲滅運動等の

広報・啓発活動などを地区交通安全協会等と連携して積極的に推進した。

その結果、昨年中における県下の交通事故発生件数は、４万４，３４０件(前年比

－１３件、－０．０％）、死者数１９５人（前年比－２人、－１．０％）、傷者数５万

７，４４７人(前年比＋８４人、＋０．１％)であった。

なかでも、死者数については、８年連続の減少で昭和２１年以降最少となるなど、輝

かしい実績を上げた。しかしながら、依然として高齢者による交通死亡事故が多発する

とともに、交差点やその付近での交通事故が多発しているほか、飲酒運転による交通事

故等も後を絶たないことなどから、これら対策が喫緊の課題となっている。

本年は 「第８次福岡県交通安全計画」の最終年で県警察は、交通事故の抑止目標を、

「死者数２００人以下、発生件数４万５，０００件以下」に設定し、交差点対策、高齢

者対策、自転車対策、飲酒運転対策及びシートベルト対策に重点を指向した総合的な諸

対策を推進することから、県交通安全協会としても、これら目標達成のため、関係機関

・団体等と緊密に連携し、各種交通安全活動を積極的に推進する。

また、交通安全協会への加入促進方策として導入した協賛店については、本年４月１

日付けで大分県交通安全協会と連携し、協賛店の共同利用（福岡県６６６店舗、大分県

３０６店舗、計９７２店舗）を図り、利用範囲の拡大に努めた。

なお、公益法人改革については、関係３法が平成２０年１２月１日に施行され、現行

の公益法人については、法律の施行から５年の移行期間内に、公益財（社）団法人又は

一般財（社）団法人への移行申請をすることになっていることから、既にコンサルタン

トを委嘱（公認会計士事務所）し、基本方針を策定することにしている。

以上の観点から、平成２２年度は

１ 県民の交通安全意識を高め、実践を促す交通安全事業の推進

２ 関係機関・団体等との緊密な連携と地区交通安全協会に対する支援

３ 適正な事業活動の推進

を掲げ、県内における「安全で快適な交通社会の実現」に取り組むこととした。
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第１ 交通事故防止その他交通安全に関する広報・啓発事業

当協会は、寄附行為第３条に『交通道徳の高揚を図り、もって 道路における交通

の安全と円滑の実現に寄与する』と、その組織目的をうたい、第４条に『交通事故防

止その他交通安全に関する広報啓発』と、その推進すべき事業を掲げている。

その目的が、道路交通法第１０８条の３１に規定する都道府県交通安全活動推進セ

ンターの設置目的と符合することから、平成１０年４月１日法施行時、福岡県公安委

員会から県に一を限って「福岡県交通安全活動推進センター」に指定され、同法第

１０８条の３１第２項第１号及び第２号に規定する『交通の安全に関する事項につい

ての広報・啓発活動』を実施している。

本年度も当協会は、県民のために公益・非営利活動として、第８次福岡県交通安全

計画に則り、交通事故をなくす福岡県県民運動本部及び県警察が掲げる交通事故抑止

に向けた重点推進事項を中心に交通事故防止その他交通安全に関する広報・啓発事業

及び啓発事業の一環としての交通安全教育事業を実施する。

１ 広報・啓発事業の推進

(1) 交通の安全に関する事項についての広報事業の推進

交通安全新聞・日刊新聞・ラジオ放送等を通じて交通事故の実態や、四季の交

通安全県民運動、各種交通安全キャンペーン等の実施内容等について広く県民に

広報するほか、各種交通の安全に関する事項について、ポスター・チラシ・パン

フレット等を作成配布する。

また、ホームページ・メールマガジン等の広報媒体を活用して交通安全思想を

普及し県民の交通道徳の高揚を図る。

広報活動については 「交通ルールの遵守・交通マナーの実践」を基本に、交、

通事故の抑止に向け

◎ 交差点の交通事故抑止対策 ◎ 高齢者の交通事故抑止対策

◎ 自転車の安全利用促進対策 ◎ 飲酒運転撲滅対策

◎ ハンドルキーパー運動 ◎ シートベルト着用促進対策

を広報重点項目として推進する。

ア 交通安全新聞の発行

○ 月刊紙（毎月発行） Ａ４判４～６面４色刷

発行部数 ８５万８，５００部 （一部有料）

○ 特別紙（春・秋・年末の交通安全運動時発行）Ａ４判４色刷

発行部数 ３８万７，０００部 （全紙無料）
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発行数 合計 １２４万５，５００部 （無料紙率約５４％）

イ マスメディアの活用

(ｱ) ラジオスポット放送による広報

放送時期 ○ 春・秋の全国交通安全運動期間中及び夏・年末の交通安全

県民運動の期間

○ 毎月の交通安全の日及び交通事故死ゼロを目指す日等

放 送 局 ＲＫＢ・ＫＢＣ・ＦＭ福岡ラジオ放送局

放送方法 ５秒・２０秒スポット放送、実況中継放送

放送回数 計 １,１００回

(ｲ) 日刊新聞紙による広報

広報時期 春・秋の全国交通安全運動期間中及び夏・年末の交通安全県民

運動の期間等

新 聞 社 西日本・朝日・読売・毎日新聞・スポーツ報知

広報回数 計 １３ 回

ウ ホームページ等の活用

(ｱ) ホームページ「財団法人福岡県交通安全協会（福岡県交通安全活動推進セ

ンター 」による交通安全広報）

(ｲ) メールマガジン「まぐまぐ」による『ふくおか交通安全にゅーす』の発信

県警察と共同して 『ふくおか交通安全にゅーす』に時機を得た各種の交、

通安全に関する情報等を登載し県民に提供する。

エ 交通安全スローガンの広報

交通安全年間スローガン（全国）の周知徹底を図るため、各部門の最優秀作

品を通年交通安全新聞に登載して広報する一方、大型懸垂幕３張りを作成し、

協会本部会館正面外壁に掲出する。

四季の交通安全運動期間中は、運動期間を明示する懸垂幕を掲出し県民に広

報する。

オ 広報車による広報活動

広報車による街頭広報については、各季交通安全運動期間や交通死亡事故多

発時などをとらえ、集中的、機動的に行う。

カ その他の広報媒体を活用した広報活動

各種の広報媒体を効果的に活用し時機を得た広報を実施するほか、福岡県交

通遺児を支える会等他の団体・機関等が発行する機関紙（誌）を活用する。
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(2) 交通の安全についての啓発事業の推進

適正な交通の方法、交通事故防止その他道路における交通の安全についての啓

発事業を効果的に行う。

ア 交通安全運動事業の推進

自動車運転者教育の一層の充実を図るとともに、広く交通安全思想の普及と

交通事故の抑止を目的とした各種の交通安全活動を、県民総ぐるみの運動とし

て定着させるため、交通事故をなくす福岡県県民運動本部及び県警察並びに各

種団体等と緊密に連携し、組織的かつ継続的な展開を図る。

(ｱ) 地域における交通安全に貢献する諸事業の推進

交通事故をなくす福岡県県民運動本部、県警察と共催して四季の交通安全

運動及び福岡県交通安全県民大会を実施する。

ａ 四季の交通安全運動の実施

春・秋の全国交通安全運動及び夏・年末の交通安全県民運動のいわゆる

四季の交通安全運動に関しては、運動の計画段階から民間の交通団体の中

核として参画し、交通事故をなくす福岡県県民運動本部及び県警察と共催

して実施する。

運動期には、新聞・ラジオ・ホームページ・メールマガジン等の広報媒

体により広報活動を実施する一方、ポスター・チラシ等を作成配布して、

交通安全思想を普及し県民の交通安全意識の高揚を図る。

また、春・秋の全国交通安全運動初日には、交通事故をなくす福岡県県

民運動本部及び県警察と共催して効果的な交通安全イベントを開催する。

○ 四季の交通安全運動期間

春の全国交通安全運動 ４月 ６日～ ４月１５日

夏の交通安全県民運動 ７月１０日～ ７月１９日

秋の全国交通安全運動 ９月２１日～ ９月３０日

年末の交通安全県民運動 １２月１１日～１２月３１日

ｂ 福岡県交通安全県民大会の開催

開催日時 平成２２年１１月１６日（火）

開催場所 福岡国際会議場

表 彰 交通安全功労者、優良運転者、優良団体、優良学校等

約１,０００人を表彰

(ｲ) 主な交通安全運動事業

ａ 交通ルールの遵守・交通マナーの実践の推進
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、 、県下の交通事故は 死者数については年々減少傾向を示しているものの

発生件数や負傷者数は人口比では全国ワースト上位にあることから、交通

ルールの遵守・交通マナーの実践の更なる浸透を図るため、各種の交通安

全活動を通じて、積極的な啓発活動を実施する。

ｂ 高齢者対策

県警察と共同して、シルバーセーフティサポート運動の一環としての高

齢歩行者及び高齢運転者対策を実施する。

ｃ 飲酒運転撲滅気運の醸成

悲惨な飲酒運転事故を撲滅するため、引き続き各種の交通安全運動事業

を通じて広報・啓発活動を実施する。

、 「 」県警察が 平成２１年９月２５日以降毎月２５日を 飲酒運転撲滅の日

と定めたことから、県民への周知徹底を図るため、新聞・ラジオ、チラシ

等により広報・啓発活動を実施する。

ｄ ハンドルキーパー運動の推進

ハンドルキーパー運動は、４年目を迎え徐々に浸透しつつあるが、その

更なる実践を促すため、各種の広報媒体を通じて広報活動を行うほか、交

通事故をなくす福岡県県民運動本部及び県警察と連携してポスター・チラ

シ・グッズ等を活用した効果的な広報・啓発活動を実施する。

(ｳ) 交通安全に関するポスター・チラシの作成・配布

ａ 広報重点に対する広報・啓発事業

四季の交通安全運動、福岡県交通安全県民大会時などに「交差点の交通

事故抑止対策及び高齢者の交通事故抑止」などの広報重点に対応した、各

種の交通安全活動用のポスター・チラシ・パンフレット等を作成し、広く

地区交通安全協会等を通じて県民に配布する。

ｂ 「交通事故死ゼロを目指す日」の設定に伴う広報・啓発事業

平成１９年１２月開催された生活安全プロジェクトに関する閣僚会議等

で、緊急に講ずる具体的な施策として「交通事故死ゼロを目指す日」が設

定された。本年度も４月１０日及び９月３０日それぞれの全国交通安全運

動と連動して実施する。

よって、同運動の周知徹底を図るため、交通事故をなくす福岡県県民運

動本部及び県警察と連携してポスター・チラシ等を作成して広報・啓発活

動を展開する。

(ｴ) 交通安全の日
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毎月の交通安全の日には、新聞・ラジオ等により県民に交通安全思想の普

及を図るため広報・啓発活動を実施する。

毎月 １日 交通安全の日

８日 二輪車、自転車交通安全の日

１５日 高齢者交通安全の日

２０日 九州交通安全の日

１日、２０日 シートベルトの正しい着用推進の日

イ 自転車の安全利用促進事業

県警察は、自転車の交通秩序の整序化に向けた総合対策の中で、自転車利用

者に対する通行ルールの周知と交通安全教育の推進を掲げ、本年の重点推進事

項として「自転車の安全利用促進対策」を示した。

このため、当協会においては、交通事故をなくす福岡県県民運動本部及び県

警察、地区交通安全協会等と緊密な連携をとり、交通安全子供自転車大会や自

転車の交通安全教室を実施する。

(ｱ) 各種大会等の開催

ａ 児童・生徒に対する自転車教室の開催

交通安全教育班と地区交通安全協会等が共同して、各地の小学校・中学

校・高等学校において自転車教室を開催する。

ｂ 子供自転車大会の開催

交通安全教育は「人格や行動習性の形成期にある子供のうちから行うこ

とが効果的である」との趣旨のもとに、児童に対して、自転車教室等によ

る安全教育を実施している。

この自転車教室の効果を一層高めるため、自転車競技を通じて自転車の

安全走行に関する知識と技能を身につけさせるとともに、交通安全につい

ての興味と関心を高めさせ、さらにはその習慣化を図るため、子供自転車

地区別大会及び福岡県大会を実施し、県大会優勝チームを全国大会に参加

させる。

○ 子供自転車地区別大会

共 催 県警察

、 、後 援 交通事故をなくす福岡県民運動本部 福岡県教育委員会

福岡県自転車軽自動車商協同組合

開 催 日 平成２２年６月中旬から下旬にかけ開催

開催場所 福岡・北九州・筑豊・筑後地区ごとに実施
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参 加 者 計８０チーム ４００人

○ 子供自転車福岡県大会

共 催 県警察

、 、後 援 交通事故をなくす福岡県民運動本部 福岡県教育委員会

福岡県自転車軽自動車商協同組合等

開 催 日 平成２２年７月１７日（土）

開催場所 福岡市博多区東平尾公園２－１－４「アクシオン福岡」

メインアリーナ

参 加 者 地区大会の上位３０チーム １２０人

表 彰 交通事故をなくす福岡県県民運動本部長賞（知事賞）及

び福岡県警察本部長、当協会長連名賞を授与

○ 子供自転車全国大会

主 催 全日本交通安全協会、警察庁

開 催 日 平成２２年８月５日（木）

開催場所 東京都江東区有明「東京ビッグサイト」

参 加 者 １チーム ４人（県大会優勝チーム）

ｃ 三世代ふれあい自転車大会

親と子と高齢者の三世代が１チームとなり、地区子供自転車大会と同様

のコースを巡り競技する等、ふれあいを深め、和気あいあいの中で「自転

車の正しい乗り方」と「自転車利用の基本知識と技術」を習得させること

を目的として実施する。

共 催 県警察

開 催 日 平成２２年１１月

開催場所 福岡地区で開催予定

参 加 者 ２０チーム ６０人

(ｲ) 啓発活動

自転車の通行ルールの広報・啓発に当たっては、交通の教則・自転車の交

通安全ブック等を活用し 「自転車安全利用五則」を広く普及させるほか、、

（ ） 。ポスター・チラシ等の広報紙 誌 を通じて自転車の安全利用の促進を図る

また、自転車の事故が増加する背景には、自転車の通行ルールの不知や不

遵守が主因をなしていることから、自転車の安全利用のために必要なルール

や安全知識を家族全員で考えてもらうことを目的として、テスト形式で出題

する自転車の交通安全基礎知識テストを実施する。
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実施期間 平成２２年４月から６月の間

賞 品 正解者に抽選で普通自転車一台２人 図書カード１００人

配付方法 テスト問題は地区交通安全協会を通じて各家庭・学校等に配付

内 容 自転車の交通安全ブックから問題２０問を作成し、県警察の監

修を受け発行

応 募 参加者が解答用紙を当協会に提出

(ｳ) 自転車安全教育指導者講習会の開催と認定証の交付

地域・学校等で自転車の指導に当たる自転車安全教育指導者の講習会を実

施する。

受講者全員に修了証を交付し、自転車安全教育指導員登録を希望する受講

者には、中央自転車安全教育推進委員会に対して登録を申請し、指導員認定

証及び指導員バッジを交付する。

共 催 交通事故をなくす福岡県県民運動本部、県警察

開 催 日 平成２２年１１月

開催場所 福岡市

参 加 者 約１００人

(ｴ) 自転車の安全利用促進強化月間における活動

自転車月間推進協議会が主催し、警察庁等が後援する「自転車月間 （５」

月１日から同月３１日まで）に関しては、当協会発行の交通安全新聞・日刊

新聞等に掲載し周知を図るとともに、ポスター・チラシにより「自転車安全

利用五則」など自転車の基本的なルールについて周知徹底を図る。

、 、特に 同期間中に小・中学校における自転車教室の開催を集中的に実施し

児童・生徒達に自転車の安全な乗り方等についての交通安全教育活動を実施

する。

ウ シートベルト・チャイルドシートの着用徹底

(ｱ) シートベルトの着用徹底

道路交通法の一部改正により後部座席におけるシートベルトの着用が規定

されたことから、各種キャンペーン等と連動させ、シートベルト着用の指導

徹底を図るための啓発活動を実施する。

特に、平成２０年１０月の全国一斉の実態調査の結果、当県の一般道路に

おける後部座席のシートベルトの着用率が８％と全国ワースト一位であり、

平成２１年中、着用の徹底を期し各種の活動を実施した結果、同年１０月の

実態調査時の着用率は３７．７％にアップしたが、さらに、着用促進のため



- 9 -

各種の広報媒体を活用して広報・啓発活動を積極的に実施する。

(ｲ) チャイルドシートの着用徹底

平成２１年４月、ＪＡＦ（日本自動車連盟）と警察庁が全国で実施したチ

ャイルドシートの着用率調査の結果、当県の着用率は５４．２％であり、前

年比１．２％のアップであったが、全国平均の５４．８％をわずかではある

が下回っていることが判明した。

よって、本年度も県民に対してチャイルドシートの着用促進を訴え、

○ 啓発用ポスター・チラシの作成

○ 高速道路における広報・啓発活動の実施

○ キャンペーン時にＪＡＦと提携したシートベルトコンビンサーによる

衝突体感

等を実施し、子供達の被害軽減対策としての運動を推進する。

また、当協会においては、現在、チャイルドシート５９個を保有し、県民

に無料貸し出しを行っているが、さらに、その整備充実に努めるとともに、

貸与時や交通教室開催時に正しいチャイルドシートの着用方法の指導を徹底

する。

エ 反射材の着用推進

高齢歩行者、自転車の利用者を対象として、夜間・夕暮れ時における交通事

故を防止するために効果的な反射材を購入し、交通安全教育班による交通教室

の実施時に効果的活用を促す。

また、効果的な反射材の普及促進を図るため、

○ 反射材の効果実験用テントの活用

○ 交通教室における反射材の視認効果実験の実施

等の取り組みを行う。

オ その他交通安全に関する啓発事業

(ｱ) 交通安全クイズの実施

交通安全思想の普及を図るため、当協会が発行する交通安全新聞にクロス

ワードクイズを掲載し、正解者に抽選で賞品を贈呈する。

実施方法 交通安全新聞特別号（年３回）に問題を登載

応 募 者 ２，５００人

当 選 数 抽選により正解者３００人（１回：１００人）

賞 品 ５００円図書カード

(ｲ) 交通安全ビデオ・ＤＶＤの整備と無料貸出しの積極化
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交通安全思想の普及を図るため、各種の交通安全ビデオ・ＤＶＤ等を購入

し、高齢者交通教室・自転車教室の教材とする一方、県民に貸出し用として

整備する。

、 、保有するビデオ・ＤＶＤについては タイトルをホームページ上に登載し

借用希望団体、事業所等の便宜を図る。

(ｳ) 交通安全作文コンクール最優秀作品のラジオ放送の実施

交通安全作文コンクールの最優秀作品（小学１年から中学３年生までの各

学年１点計９点）については、交通安全啓発活動の一環として自己朗読によ

るラジオ放送を行う。

放 送 局 ＫＢＣラジオ

放 送 日 平成２２年１２月末

(ｴ) 交通事故写真パネルの整備・掲示

交通事故写真パネルを整備して協会本部玄関に常設掲示するとともに、各

種のイベント時に各会場に掲示する。また、地区交通安全協会、一般企業へ

の貸出し用として活用する。

(ｵ) 子供用警察官制服の整備・活用

、 。子供用警察官制服を各種イベント用として整備し 県民に対して貸し出す

また、他のぬいぐるみ等と交通安全運動の各種イベント時に活用して、幼

児・児童の交通安全意識の高揚を図るとともに、啓発・アピール効果を高め

る。

(ｶ) 交通安全フォトコンテストの実施

対 象 制限無し

題 材 交通事故ゼロの願いを込めた交通安全に関するもの

募 集 平成２２年２月～７月

審 査 平成２２年８月末

審 査 員 九州写真記者協会、福岡県、県警察

表 彰 最優秀賞１点、優秀賞３点、優良賞５点、佳作１０点、特別賞

（九州写真記者協会長賞）１点

応募作品 約２００点

(ｷ) 交通安全「ふれあい広場」の開催

県警察が実施する白バイ大会開催時に県警察と共催して、交通安全「ふれ

あい広場」を開設し、交通安全クイズ・自転車教室・反射材の効果実験等の

啓発活動を行う。
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(ｸ) 暴走行為を許さない社会環境づくりの推進

県警察と連携して「地域ぐるみによる暴走族追放活動」を推進し、地域の

暴走族情勢等を発信するほか、意見交換会等に参加する。

２ 交通安全教育事業の推進

県警察は平成２２年中の重点推進事項として「交通実態を踏まえた交通安全教育

等の推進」を掲げ、その推進基盤を整備するために自治体や交通関係団体に対して

自主的かつ積極的な取り組みを求めたことから、当協会においても地域の交通実態

に対応した参加・体験型の実践的な交通安全教育事業を推進する。

教育事業に関しては、県警察・地区交通安全協会等と緊密な連携のもと、進展す

る車社会に適応した行動のとれる社会人を育成するため 「交通安全教育指針」に、

沿った段階的かつ体系的な交通安全教育として、無料の参加・体験型の交通安全教

室等を計画的に開催する。

(1) 子供の交通安全教育事業の推進

交通事故を防止するには、将来のドライバーである子供達に段階的・体系的な

交通安全教育が最も重要であり、心身の発達段階や地域の実情に応じて、基本的

な交通ルールを遵守し、交通マナーを実践する態度を習得させるとともに、日常

生活において安全に道路を通行するために必要な基本的な技能及び知識を習得さ

せることを目的として交通安全教育を実施する。

ア 幼児に対する交通安全教育事業の推進

幼児の交通事故を防止するには、交通安全教育や交通安全指導が重要である

ことから、交通安全教育班が派遣要請に基づき、出前方式の参加・体験型の交

通教室を実施する。

(ｱ) 保育園・幼稚園における交通教室の積極的な実施

(ｲ) 貝塚交通公園における交通教室の実施

団体利用の申込みを受けた場合は、要請に基づき貝塚交通公園において交

通安全教育班による交通教室を実施する。

(ｳ) 紙芝居や交通安全グッズ等各種啓発物の購入と配布による教育・啓発活動

の実施

イ 児童に対する交通安全教育事業の推進

小学生の交通事故を防止するには、小学校における交通安全教育や交通安全

指導が重要であることから、交通安全教育班による出前型の交通教室を地区交

通安全協会等と連携して実施する。
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交通安全に関する啓発活動として、子供自転車大会等の各種の大会を開催す

るほか、図画作文コンクール等を実施する。また、県警察が実施する「一学校

一安全教育」活動を助勢する。

(ｱ) 小学校における交通教室・自転車教室の実施

○ 「自転車安全利用五則」の活用

○ 自転車用ヘルメットの着用促進

(ｲ) 自転車運転免許制度の普及・拡大

自転車利用時の交通ルールの遵守とマナーの向上を図るため、自転車大会

出場者に自転車運転免許証を発行する。また、地域・学校単位で行われてい

る自転車運転免許制度の促進を助成し、同免許制度の普及・拡大に努める。

○ 地区大会出場者には初級免許証を交付

○ 県大会出場者には上級免許証を交付

(ｳ) 三世代ふれあい自転車大会の開催

(ｴ) 交通安全図画・作文コンクールの実施

対 象 福岡県内の小学校・中学校生

題 材 交通安全にちなんだもの

募 集 平成２２年４月～７月

審 査 平成２２年８月末

、 、 、表 彰 図画・作文共に各学年最優秀賞１点 優秀賞３点 優良賞５点

計１６２点

応 募 者 図画 約 ４，３００人 作文 約 ８００人

ウ 中学生に対する交通安全教育事業の推進

中学生の交通事故を防止するには、日常生活における交通安全に必要な知識

とルール、特に自転車の正しい乗り方や交通のきまりとマナーを習得させるた

めに、交通安全教育班が参加・体験型の交通教育を実施する。

○ 交通教室、自転車教室の実施

○ 交通安全図画・作文コンクールの実施

エ 高校生に対する交通安全教育事業の推進

高校生等青少年の交通事故を防止するには、運転免許取得前教養を実施する

とともに、日常生活における交通安全に必要な事柄、特に自転車、バイク、普

通自動車の初心運転者として必要なルールと知識を習得させるための交通教室

を実施する。

○ 交通教室（自転車教室）の実施
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○ 高校生二輪車サンデースクールの開催

(2) 高齢者の交通安全教育事業の推進

昨年の交通事故死者のうち、高齢者の占める割合は約４９％と高率であり、交

通死亡事故を抑止するためには、この高齢者の事故被害をいかに抑止するかが大

きな課題である。したがって、高齢者に対しては、加齢に伴う身体機能の変化が

交通行動に及ぼす影響を理解させるとともに、交通の状況に応じて安全に道路を

通行するためのルールとマナーを習得・実践させることを目的とした、参加・体

験型の安全教育等を計画的かつ継続的に実施する。

ア 高齢歩行者・自転車利用者に対する交通安全教育の充実

高齢歩行者・自転車利用者の交通ルールの遵守と交通マナーの実践を図るた

め高齢者交通教室の開催時に歩行者教育システム・高齢者疑似体験セット・動

体視力計・夜間視力計等の体験型の機器を活用した参加・体験型の交通教室

（運転適性指導）を実施する。

また、

○ 「明るい服装で出かけましょう！キャンペーン」の推進

○ 「足もとピカピカ運動 「ピカ・注意運動」等の反射材活用及び普及促進」

○ 高齢運転者標識の表示促進

○ 交差点事故の危険性の認識

等の活動を実施する。

イ シルバー・セーフティ・サポート運動の一環として、高齢歩行者及び高齢運

転者対策の推進

ウ 世代間ふれあい自転車大会の開催

エ 高齢者安全運転体験教室（運転適性指導）の開催

加齢に伴う身体機能の低下が運転に及ぼす影響を理解させ、安全運転技能の

向上を図るため、毎月１５日福岡県自動車学校において実施する （一日最大。

１５名）

(3) 成人に対する交通安全教育事業の推進

関係機関・団体と連携し、歩行者・自転車利用者の保護、チャイルドシート及

びシートベルトの正しい着用の徹底、飲酒運転の撲滅等を中心とした交通安全活

動を実施し、社会的責任の自覚の醸成に努める。

ア チャイルドシートの使用に関する交通安全教室の開催

イ セーフティトレーニング等の開催

ＪＡＦが主催するセーフティトレーニング・レデース＆シニアドライバーズ
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スクールを後援し、共同で実施する。

ウ 二輪車安全運転大会の開催

日 時 平成２２年６月６日（日）

場 所 福岡県警察福岡自動車運転免許試験場

共 催 県警察、二輪車交通安全普及協会

参 加 者 １００人

(4) 障害者に対する交通安全教育事業の推進

ア 聾学校・盲学校等での交通安全教室の実施

イ 障害者自動車安全運転競技大会の後援・助成

(5) 外国人に対する交通安全教育事業の推進

外国人雇用企業における交通安全教室の開催

(6) 交通指導員研修会の開催

交通事故をなくす福岡県県民運動本部及び県警察等と共催して、現に県下で交

通指導員として活動している各自治体及び団体に所属する交通指導員に対して、

基本的交通安全活動能力等の向上を目的に指導員研修会を開催する。

開 催 日 平成２３年３月

開催場所 福岡市

受講者約 ２００人

(7) 各種研修会等への積極的参加

内閣府や財団法人全日本交通安全協会等が開催する

○ 自転車安全教育特別指導者講習会

○ 幼児、高齢者交通安全教育指導者講習会

○ 交通安全指導者養成講座

○ 地域交通安全活動推進委員協議会全国研修会

○ 安全運転指導者中央講習会

等に積極的に参加し、担当職員の能力向上を図る。

第２ 交通安全対策に関する調査及び研究事業

１ 福岡県の交通安全対策に関する提言活動

福岡県では、平成１８年度に「第８次福岡県交通安全計画」が策定され、平成

２２年までに事故発生件数を４万５，０００件以下、死者数を２００以下にする数

値目標を掲げ、この目的を達成するために、交通事故をなくす福岡県県民運動本部

では、平成１９年度から学識経験者・マスコミ・交通関係団体・県民代表の各メン
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バーにより民間の立場からの新たな視点による交通安全対策の提案を行う「戦略プ

ロジェクト」チームを組織し、戦略プロジェクトの提案を行っている。現在、県で

はこの提案に沿ったいくつかの取組が進められているところである。

当協会は、本年度も引き続き公益活動として当該プロジェクトに参加して、民間

の交通関係団体の中核として民間の視点から交通安全対策に関する調査及び研究を

行い、提言活動に寄与する。

２ 交通の安全と円滑を図るための調査研究事業

(1) 県及び県警察との連携と交通事故情報の入手

福岡県内の交通事故発生状況を調査分析し、喫緊の課題となっている交通安全

対策テーマを各種の広報媒体を活用して、県下全域で交通安全運動を展開してい

る各地区交通安全協会・関係機関団体等に周知徹底させる。また、全県的に第８

次福岡県交通安全計画に沿った交通安全思想の普及啓発を図り、その活動に資す

ため、各種の資料を作成し提供する。

(2) 外部機関・団体の実施する研修会等への参加

内閣府、全日本交通安全協会、ＪＡＦ等が主催する研修会・講演会などに参加

して、交通安全教育、交通事故防止手法の習得に努め、職員の能力向上を図り、

当協会が独自に実施している交通安全教育活動に反映させる。

(3) 交通指導員の能力の向上

現在の交通指導員は、交通安全活動に知見した元女性交通警察官であり、年間

２６０回、２万３，０００人の交通弱者である高齢者・幼児・児童に対して交通

安全教室を実施しているが、演技式に加えて新進の機器の活用を図るほか指導員

の能力向上を図るため、教育活動に必要な各種の調査研究を実施する。

(4) 視察等の実施

先進的な交通安全活動を実施している他都道府県等の施策や、実施しているイ

ベントなどを視察して業務に反映させる。

第３ 地域及び職域における交通安全活動に関する支援事業

１ 地区交通安全協会への支援事業

(1) 交通安全教室活動及び同活動用各種資器材等の支援

交通安全教育班と地区交通安全協会が共同して幼児・児童・生徒及び高齢者等

交通弱者を対象とし、その地域にマッチした交通安全教室、自転車教室及び高齢

者教室等、段階的・体系的な交通安全教室活動を実施する。
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また、各種の交通教室を実施するために必要な資器材を支援する。

(2) 交通安全活動用各種資器材等の支援

地区交通安全協会の各所在地における各種の交通安全活動が円滑に、かつ、県

下で統一的に実施できるように、交通安全活動に必要な各種の資材器材及び各種

の広報・啓発活動に必要なポスター・チラシ等を配付・支援する。

ア 交通安全活動に必要な各種の資器材を、地区交通安全協会の要望に応えて配

付する。

イ 交通安全運動に関する広報用ポスター・チラシ・パンフレット等を作成し、

地区交通安全協会の広報・啓発活動を支援する。

ウ 交通安全活動への助成

地区交通安全協会が効果的な施策を推進するため、交通安全活動への助成を

行う。

エ 広報・啓発活動の支援

地区交通安全協会が、県下の各家庭回覧に供する交通安全新聞特別号を無料

で提供する。また、交通安全新聞や各種の広報紙等を活用して、地区交通安全

協会の活動実態を県民に紹介し、交通安全思想の普及を図るとともに、各地区

交通安全協会の存在をアピールして理解を深める。

２ 地域交通安全活動推進委員協議会連合会への支援事業

交通安全活動推進センターの業務として、道路交通法第１０８条の３１第２項第

１２号は 「地域交通安全活動推進委員協議会事務について連絡調整を行う等その、

任務の遂行を助けること」が明記されている。

よって、当協会は同協議会の総会の開催や地域交通安全活動推進委員全国研修会

等に参加するほか、ハンドルキーパー運動や自転車教室その他の交通教室等の共同

実施を図る。

また、同連合会の四季報である「推進委員だより （２万４，０００部）の発行」

等を支援する。

３ 交通安全活動に関する各種の事務局事業

(1) 福岡県道路使用適正化協議会事務局事業

当協議会は、道路使用に関する２６団体、２，９６２事業所（平成２１年４月

現在）をもって構成されている。

なお、当協議会の役員は民間人であるが、県警察本部の交通部長が顧問、同本
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部交通企画課長及び交通規制課長が参与を務めている。

当協議会は、道路の使用に関する事項及び道路における駐車、交通の規制に関

する事項についての広報・啓発活動をはじめ、道路使用許可に関する調査業務を

行う福岡県交通安全活動推進センターの関係機関・団体と協力して

○ 道路使用指導者講習会の開催

○ 「ポケットカレンダー・点検表」の作成・配付

○ 「道路使用必携」の発行・配付

○ 「会報」の発行・配付

○ 「道交法一部改正のあらまし」リーフレットの作成・配付

○ 道路使用現場における安全パトロールの実施

等を行い、道路使用の適正化を図り、交通事故の防止と安全かつ円滑な道路交通

環境の確保に努める。

(2) 福岡県安全運転管理協議会事務局事業

当協議会は、安全運転管理者又は運行管理者を置く事業主が、事業所及び地域

における交通安全意識の高揚と交通事故防止活動の促進を図るため、昭和５６年

に結成された任意団体である。

なお、６，９４５（平成２２年１月末現在）の加入事業所で構成する本協議会

の役員は民間人であるが、県警察本部の交通部長が顧問、同交通企画課長が相談

役を務めている。

本協議会は、県警察の指導、助言の下、

○ 安全運転管理の実践と交通安全教育の向上

○ 地域に貢献する交通安全運動の推進

等を事業重点に掲げ、子供や高齢者の保護誘導など、地域に密着した交通安全の

活動の推進に努める。

(3) 財団法人交通管理技術協会福岡支所事業

昭和５３年に道路交通法の一部が改正され自転車の安全対策が規定された。翌

、 「 」５４年 自転車安全対策の一環として警察庁の指導により 自転車安全整備制度

が導入され、推進母体である財団法人日本交通管理技術協会が各都道府県の交通

安全協会に支所を設置した。以降、当協会は福岡県支所として活動している。

ア 自転車安全整備技能検定の実施

日本交通管理技術協会福岡県支所として、自転車安全整備士の資格試験を実

施する。

主 催 日本交通管理技術協会
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実 施 日 平成２２年８月１９日（木）

実施場所 福岡市博多区東平尾公園 「アクシオン福岡」

受 験 者 九州一円から２００人

イ ＴＳマークの普及促進

自転車の安全点検整備と安全利用の普及を促進し，自転車の交通事故防止を

図ることを目的として，福岡県自転車軽自動車商協同組合等と連携した「ＴＳ

マーク」の普及啓発を推進する。

また、自転車の安全整備士試験に合格した従業員を雇用するスーパー等量販

店や、各教育委員会・学校に対して自転車の安全整備に関する広報・啓発を実

施する。

ウ ＴＳマークの普及会議の開催

日 時 平成２２年６月

場 所 当協会本部会館三階会議室

出 席 者 福岡県・福岡市、県警察・福岡県教育委員会、福岡県自転車軽自

動車商協同組合、ミスターマックス等の非組合量販店

(4) 福岡県高速道路交通安全協議会事務局事業

昭和５６年、高速道路における交通安全意識の普及高揚を図り、もって交通事

故の防止その他交通の安全と円滑の実現に寄与することを目的として、会員数

３５０団体・事業所により設立された福岡県高速道路交通安全協議会の事務局と

して発足時から活動をしている。

本年度も高速道路における各種の交通安全に関する広報・啓発活動を実施する

、 「 」 、 、とともに 季刊紙 ハイウエイ福岡 を発刊するほか 全国交通安全運動期には

高速道路パーキングエリヤ等においてキャンペーン活動を実施する。

特に、県警察の高速道路交通警察隊と連携して、全座席のシートベルト着用運

動、落下物防止運動を積極的に展開する。

４ その他交通関係団体との連携、支援事業

当協会は、民間の交通安全団体の中核として

○ ＪＡＦ（社団法人日本自動車連盟）

○ 社団法人福岡県指定自動車学校協会

等と連携し、四季の交通安全運動をはじめ各種の交通安全運動を実施する。

また、社団法人福岡県バス協会・社団法人福岡県トラック協会・社団法人福岡県

タクシー協会等がそれぞれ実施する年末等の無事故運動実施結果の優秀事業所に対
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し、当協会長名の表彰状を授与する。

第４ 交通事故その他交通問題に関する相談事業

交通事故相談は、福岡県交通安全活動推進センターの重要業務であることから、当

協会安全課に交通事故相談所を設置し、３名の相談員を配置して関係機関と緊密な連

携を図りつつ、相談者の立場に立った損害賠償関係・示談関係・保険請求等の交通事

故に伴う諸問題の面接又は電話による相談業務を実施する。

交通事故相談活動の広報については、県警察ホームページの「相談・問い合わせ」

欄と当協会ホームページの交通事故相談欄をリンクさせる一方 「福岡県犯罪被害者、

支援の手引き」にも相談活動を掲載し、広く県民に広報する。

また、全日本交通安全協会等が開催する交通事故相談員研修会等に参加し、相談員

の能力向上を図る。

第５ 交通安全功労者及び優良運転者等の表彰

県民の交通安全意識の一層の高揚を図る公益目的の事業として、多年にわたり交通

安全に尽力し、功績のあった交通安全功労者、優良安全運転管理者、優良運転者及び

交通安全優良団体等に対する定例表彰を計画的に推進する。

１ 適切かつ公正な選考

被表彰者の資格要件や選考方法等を交通安全新聞等を利用して広報するほか、地

区交通安全協会に対する表彰の上申指導等を徹底するなどにより、表彰候補者の適

切な選考と公正性の確保を図る。

平成２１年度表彰総数 ８２５人・団体（前年比＋５人・団体）

２ 福岡県交通安全県民大会における表彰の実施

表彰実施者及び同団体については、広く県民に交通安全意識の普及・徹底を図る

ため、県、交通事故をなくす福岡県県民運動本部及び県警察と連携して開催する福

岡県交通県民大会において、多くの県民を顕彰する形で効果的な表彰を実施する。

平成２２年度県民大会予定 １１月１６日（火）

３ 九州管区表彰及び全日本表彰の積極的な上申

交通安全に関する功績を重ね、より功労度合いの高い表彰候補者については、地

区交通安全協会との連携を密にし、さらに上位の九州管区連名表彰及び全日本交通

栄誉章の積極的な表彰上申を行う。
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４ 地区交通安全協会における表彰事務の積極的な支援

警察署長・地区交通安全協会長連名表彰及び地区交通安全協会長表彰の表彰状及

び副賞として付与するステッカー（標章）等を斡旋するなどして、地区交通安全協

会の表彰事務を積極的に支援する。

第６ 道路交通法の規定に基づく福岡県公安委員会からの指定に伴う事業

１ 道路使用調査事業

道路交通法の規定（第１０８条の３１第１項）により、福岡県公安委員会から福

岡県交通安全活動推進センターとして指定を受け、警察署長が行う道路使用許可の

うち、１号許可（工事・作業 、２号許可（工作物設置）について許可条件の履行）

状況及び原状回復状況を調査報告し、道路使用許可により発生する各種交通障害の

緩和又は除去を図り、交通の安全と円滑に寄与するものである。

○ 平成２１年度調査委託実績 ３万８，７２０件

２ 道路の使用等に関する照会及び相談事業

道路使用許可の手続きや工事、安全保安対策などに関する照会、質問や道路使用

に伴う苦情などを受理し、これに対する適切な指導、助言を行う。

なお、本件調査には、道路使用調査に関する高度な知識が必要であるので、県警

察本部交通規制課の指導、助言を受けて適切に事業を推進する。

第７ 行政機関その他交通関係団体から委託を受けた事業

１ 福岡県公安委員会からの受託事業

(1) 停止処分者講習、違反者講習及び更新時講習

ア 講習の目的

停止処分者講習及び違反者講習は、交通事故や交通違反を犯した運転者の危

険性を改善し、また、更新時講習は安全運転に必要な知識の再認識と新しい知

識を補給し、運転者としての資質の向上を図るものである。

イ 講習体制の強化

受託講習の対象者は、平成２０年度実績で停止処分者講習約１万９，０００

人、違反者講習約９，０００人、更新時講習約６１万９，０００人に及んでい

る。

なお、講習体制については、必要な資格を取得した指導員の充実を図る。
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ウ 講習技術及び内容の向上

講習技術及び内容の向上を図るため、県警察本部運転免許試験課の指導、助

言を受けるとともに、

・ 九州各県更新時講習・停止処分者講習講師研修会への参加

（ ）・ 全体指導員研修会や講習指導員新任養成教養終了時の効果測定 講習実演

・ 各センターでのミニ研修会の開催

・ 講習用資機材の充実・整備

等の施策を積極的に実施し、講習技術及び内容の向上を図り、受講者に分か

りやすく心に残る講習を実施する。

なお、停止処分者講習については、適正に確認行為（考査）を行う。

(2) 安全運転管理者等講習

ア 講習の目的

道路交通法で定めた資格を有する県内の安全運転管理者等を対象に､自動車

の管理者に必要なデータや資料の提供､学識経験者、警察署交通課長等による

専門的、かつ､広範な運転者・自動車・車の運行の管理方法等の講習を行い、

交通安全に寄与するものである。

イ 講習の対象者

講習対象者は、安全運転管理者、副安全運転管理者１万５，８９６人（H22.

2末現在）である。

なお、同管理者等の傘下に係る運転者数は２２万９，０１５人､ 車両台数は

１７万７，２３３台に及んでいる。

ウ 講習回数等

本講習は、県警察本部交通企画課の指導、助言の下、警察署・地区安全運転

管理協議会と連携し、道路網・交通量・交通事故実態等､ 県内各地域の交通事

情及び受講者の利便性等を考慮し、７５回計画している。

(3) 原付講習

ア 講習の目的

原付講習は、道路交通法で定める原付免許受験者、いわゆる不特定の初心者

を対象とした実技講習である。このため、原付車の安全運転指導員に必要な専

門的技能と知識を有し、かつ、一定の運転指導実務経験等の資格を有する指導

員により、基本操作や応用走行などきめ細かな指導を行い、二輪車の交通事故

防止と交通安全意識の啓発に寄与するものである。

イ 講習の対象者
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講習対象者は、原付免許受験者で学科試験の合格者及び不合格者のうち受講

を希望する者が対象であり、受講者は約９，９００人である。

ウ 講習回数等

本講習は、県警察本部運転免許試験課の指導、助言の下、県内４箇所の自動

車運転免許試験場において、原則として毎週一回計画している。

なお、例年、春・夏休み期間等の繁忙月は、急増する受講者の利便性に配慮

し、通常より２～４倍多い開催回数を予定している。

(4) 運転免許事務

ア 事務の目的

免許証の更新通知、免許証の作成・交付等の運転免許事務は、毎年７０万人

以上の更新者に係る大量事務で、県下４運転免許試験場等において公安委員会

の行う運転免許行政の円滑、かつ、適正な推進に寄与するものである。

イ 迅速・適正な事務の推進

受託している運転免許事務は、対象事務の中にあって、県民の交通安全思想

の普及徹底に配慮した親切な対応が要求されることから、県警察本部運転免許

試験課の指導、助言のもと、迅速・適正な業務の推進に努める。

また、昨年１０月開設された「渡辺通優良運転者免許更新センター」での免

許証更新事務を実施するなど、運転者の利便性にも配慮した事務処理を行う。

(5) パーキング・メーターの管理

ア 事業の目的

パーキング・メーターの保守点検及び多数の利用者に対する駐車方法の指導

等を行い、駐車秩序の確立を図るとともに、道路における危険を防止し、その

他交通の安全と円滑に寄与するものである。

イ 適正な業務管理の推進

本事業の契約は、平成２１年度事業から一般競争入札制度が導入されて今年

度で２年目になるが、本年度は一般競争入札の結果、福岡・筑後地区が不落と

なった結果、事業規模としては、落札した北九州・筑豊地区のみとなったが、

業務の効率かつ適正な推進を図るとともに、平成２３年度の受託事業の拡大に

向けて更なる必要経費等の削減、体制の整備等諸準備に取り組む方針である。

ウ パーキング・メーター管理指導の推進

パーキング・メーターの管理員については、道路交通法の知識に精通した警

察行政の経験を有する警察ＯＢを採用し、県警察本部駐車対策課の指導、助言

を受け、適正な管理を推進する。
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なお、業務管理の効率的推進を図り、適切なパーキング・メーターの利用促

進を促すため、指導票の貼付、口頭による教示等を実施して駐車秩序や駐車マ

ナーの向上を推進する。

２ 福岡市からの貝塚公園内交通公園施設の管理等受託事業

当協会は、昭和４８年より福岡市から貝塚公園内交通公園施設の管理運営を受託

し、同公園において子供の交通安全教育事業を実施している。

(1) 効果的な幼児等の交通安全教育の推進

ゴーカートや三輪車等の遊具、信号機・横断歩道等の施設を利用して、楽しみ

ながら交通ルールや安全知識が習得できるように、効果的な交通安全教育を推進

する。

また、公園利用の拡大を図るため当協会のホームページや交通安全新聞等によ

り施設利用の広報活動を実施する。

(2) 施設等の充実

事業委託者である福岡市に対して、効果的な交通安全教育事業が実施されるよ

うに信号機などの整備充実を要望する。

なお、指導員に各種の研修会を受講させ、指導能力の向上を図る一方、教育内

容を充実させ交通公園利用者の増大を図る。

(3) 交通安全啓発物の充実

交通公園における交通教室開催時に子供達に交通安全グッズ等を提供し、交通

安全に関心を抱かせ、交通安全思想の普及を図る。

３ 地区交通安全協会の入会事務代行事業

(1) 事業の目的

地区交通安全協会の基盤を強化し、地域における交通安全活動を活性化するた

め、県内４箇所の自動車運転免許試験場及び渡辺通優良運転者免許更新センター

において各地区交通安全協会への入会事務を当協会が代行している。

入会費は、入会者住所地の地区交通安全協会に送付し、各地区交通安全協会が

実施する交通安全活動の原資となっている。

(2) 入会勧奨活動の強化

交通安全協会への加入向上方策として、平成１７年１０月１日に導入した交通

安全協会協賛店制度について、制度の拡充やサービス内容の向上を求める会員の

要望に応えるため、平成２２年４月１日から大分県交通安全協会と協賛店の共同
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利用（福岡県６６６店舗、大分県３０６店舗、計９７２店舗）を図り、利用範囲

の拡大に努めるほか、

・ 指定自動車教習所を訪問し、入会者確保の協力依頼

・ 全体指導員研修会での指導員の入会勧奨活動実演による勧奨技術の向上

・ 広報用ＣＤ、ポスター、チラシの作成や各種広報紙（誌）への登載

等、あらゆる機会を捉えて積極的な入会勧奨活動を実施する。

第８ 車両の貸し付け及び交通安全資器材の斡旋等交通安全活動に資する事業

１ 貸車事業

(1) 事業の概要

貸車事業は、道路交通法で定める不特定多数の運転免許実技試験受験者を対象

に試験車を貸し出し、一定の費用を受験者から徴収するものである。

(2) 貸車対象者

貸車対象者は、道路交通法で運転免許取得時に実技試験が義務づけられている

大型免許から普通二輪免許の実技受験者であり、貸車車両は全車種に及ぶ。

(3) 貸車件数等

貸車は、県警察本部運転免許試験課の指導、助言の下、県内の４自動車運転免

許試験場で行い、貸車件数は、２万７，６３０件を予定している。

２ 自動車安全運転技能講習事業

ペーパードライバー等に対し、安全運転の技能を習得させ、交通事故の防止を図

るため、筑豊自動車運転免許試験場において毎週日曜日（又は土曜日）に技能講習

事業（試験場コース開放）を実施している。

本事業については、近年、受講者が減少傾向にあることから専用車両を廃止し、

講習車両を活用することで効率化を図ることにしている。

○ 平成２０年度受講者数 ５２人

○ 平成２１年度受講者数（平成２２年２月末現在） ７人

３ 経由地更新申請、代理受領・郵送事業

免許更新者の利便性を図るため、住所地以外で更新申請の受理、免許証の代理受

領及び郵送事務を行う、いわゆる経由地更新申請受理事業を行っているが、本事業

の推進に当たっては、全国の交通安全協会との連携を密にして、円滑・適正な業務

に努める。
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○ 平成２０年度 ２８４人

○ 平成２１年度（平成２１年１２月末現在） ４３７人

４ 物資事業

(1) 自動写真撮影販売機の管理

新規運転免許受験者等の利便を図るため、県内４箇所の運転免許試験場に設置

している自動写真撮影販売機１０機の適正な管理に努める。

(2) 交通安全活動用各種資器材等の斡旋

県民に対して交通安全思想を普及し、交通安全思想の高揚を図るため、各種交

通安全活動用の啓発資器材を斡旋する。

第９ 交通に関与する者の素質向上を図るための自動車学校の経営

１ 初心運転者等の育成事業

公益法人設置の自動車教習所の責務を自覚し 「安全な運転行動のとれる初心運、

転者の育成」及び「公安委員会委託講習」の適正かつ積極的な業務運営に努める。

本年は、質の高い教習の提供及び初心運転者の交通事故防止対策の推進に重点を

おくとともに、工夫を凝らした教習生募集活動を展開して入校生の確保に努め、経

営の効率・健全化を期すこととする。

２ 公安委員会委託講習及び交通安全教育センター活動等の安全教育活動

取消処分者講習、初心運転者講習等の公安委員会委託講習の実施のほか、最新の

学校施設、教習機材等を活用した高齢者及び青少年等に対する交通安全教育を積極

的に推進し、県民の交通モラル・マナーの向上に努める。

また、公益法人が設置した教習所として、重度障害者を含む身体障害者を積極的

に受け入れていくこととする。

・ 高齢者交通安全体験教室 毎月１５日

・ 青少年安全運転競技会 ４月

・ 秋の交通安全運動、高齢者交通安全体験教室 ９月

・ 幼稚園児、小学生等対象交通安全啓蒙活動 随時

第１０ 公益法人改革に対する的確な対応

１ 移行認定（認可）基礎資料の収集、整備

公益法人改革については、認定（認可）申請における実務上の問題として、どの
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事業が公益性を認定されるのか、また公益事業のまとめ方、あるいは認定（認可）

申請に向けた膨大な経理資料の作成等については、より専門的な見地からの知見が

欠かせないことから、公認会計士事務所とのコンサルタント契約を結び、適切な助

言と情報及び資料の収集、整備に努めることとしている。

２ 組織及び業務等の見直し

当協会の組織、財務、業務等の現状を総点検して、認定（認可）の基準に適合す

るよう問題点を把握検討し、逐次、必要な改善に取り組むこととしている。


